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この報告書は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１条）第５８条の２及

び横浜市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年２月横浜市

条例第２号）第６条の規定に基づき、横浜市人事行政の透明性を高め、その公

正性の一層の確保を図るため、本市における職員の任用や給与、勤務条件、厚

生福利などを広く市民の皆様に公表するものです。 
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(1) 職員の任免及び職員数に関する状況

ア 採用及び退職等の状況

職員の採用状況及び退職等の状況は次のとおりです。

（単位：人）

（注1）市長部局等とは、市長部局及び行政委員会(教育委員会を除く)をいいます。

（注3）「普通」とは、定年前に自己都合等により退職した者です。

水道局

消防局 097

11 0 16

771058990 0

5623 528

89 229123134

5245

計 1,529

0 353

393265

192 617

259

合計

1

死亡退職、懲戒免職等が含まれます。

866

（注4）「その他」には、会計年度任用職員(フルタイム)及び任期付職員等における任期満了、

（注2）「定年前早期退職」とは、一定の年齢又は勤続年数以上の者に希望を募り、それに応じて定年

   前に早期退職した者です。

5

教育委員会

2,064

72870

236医療局病院経営本部

区分

96142

｢地方公務員法｣では、退職等により職員に欠員が生じた場合、採用や昇任等の方法に
     より職員を任命することができることとされています。

なお、職員の採用や昇任等は、受験成績、勤務成績その他の能力の実証に基づいて行
　　 うものとされています。

ここでは、職員の採用や昇任、任用形態別の職員数について紹介します。

採用

交通局

普通 その他

市長部局等

定年前
早期退職

760

定年

退職

498
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イ 昇任及び降任の状況

（単位：人）

（注）市長部局等とは、市長部局及び行政委員会（教育委員会を除く）をいいます。

（注）消防局については、上表の他、消防監（課長級）に８人昇任しました。

00

123 33 14

1 67 2 43

医療局病院経営本部

教職員

区　分

計

昇 任

43教育委員会

事務長 副校長 校長代理

75

3

01

9

降 任
校長

15

昇任とは現職より上位の職に任命されることであり、降任とは現職より下位又は下級の任務に就く
　 ことです。
     職員の昇任及び降任の状況は次のとおりです。

水道局 5

消防局

0

216 13

降 任

026 033

8

部長級

124 58

交通局

08

市長部局等

課長補佐級係長級

7

課長級
区　分

区局長級

122

3

618

5 1

172 169

35

昇 任

288

6 8

1
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ウ 任用形態別の職員数の状況

（単位：人）

令和５年度（A) 令和４年度（B) （A)－（B)

職　　員 16,708 16,798 ▲ 90

再任用職員（常勤） 887 697 190

再任用職員（短時間） 150 313 ▲ 163

小　計 17,745 17,808 ▲ 63

職　　員 20,940 21,044 ▲ 104

再任用職員（常勤） 1,107 1,078 29

再任用職員（短時間） 267 321 ▲ 54

小　計 22,314 22,443 ▲ 129

職　　員 5,268 5,375 ▲ 107

再任用職員（常勤） 357 261 96

再任用職員（短時間） 56 106 ▲ 50

会計年度任用職員（フルタイム） 240 240 0

小　計 5,921 5,982 ▲ 61

職　　員 42,916 43,217 ▲ 301

再任用職員（常勤） 2,351 2,036 315

再任用職員（短時間） 473 740 ▲ 267

会計年度任用職員（フルタイム） 240 240 0

45,980 46,233 ▲ 253

（注1）行政委員会等には、行政委員会のほか、消防局が含まれます。

任用形態別の職員数の状況は次のとおりです。

職員数

市
長
部
局

行
政
委
員
会
等

区 分

及び非常勤職員などを除くものです。

企
業
局

合

計

（注3）再任用職員（短時間）は常勤に比し勤務時間が短いものです。

（注2）職員数は各年４月１日現在の一般職に属する職員数（常勤の教育長を含む）であり、臨時
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(2) 職員の人事評価の状況

本市においては、職員が、市民満足度の向上のために公務員としての使命感を高め、全力で職務を全

うするためには、「努力してもしなくても同じ」ではなく、全ての職員の意欲や能力、実績を適切に評価

していくことが必要であると考えています。 

このような考え方により、これまで、係長以上の職員には人事考課を実施してきましたが、平成16年

度からは、一般職員に対しても、人事考課制度を導入し、さらに平成19年度からは、人事考課結果を昇

任や昇給といった処遇に反映させました。 

これらの制度の実施により、職員全員の意欲と能力を最大限に引き出し、積極果敢に挑戦する人材を

育成し活用することで、きめ細やかな市民サービスを実現していきます。 

市長部局等の制度の概要は次のとおりです。 

《人 事 考 課 制 度》 

区 
分 

区長・局長・ 
統括本部長 

区長・局長・統括本部長を除く経営責任職及び 
運営責任職（理事、部長、課長、課長補佐及び係長級職

員） 

係長級以上の職員

を除く一般職員 

会計年度任

用職員 

勤務実績評価 

目標によるマネジメント（ＭＢＯ）を活用

した業務実績評価 
人事考課 人事考課 

目標によるマネジ

メント（ＭＢＯ） 
業務実績評価 

目

的

区局統括本部運

営方針の達成状

況などを評価す

ることにより意

欲やチャレンジ

する姿勢を向上

させ、効率的な行

政運営を実現さ

せるため 

能力主義・実績主義に基

づき、適材適所の配置及

び昇任を実現し、責任職

の能力開発、資質の向上

を図ること 

事務事業の遂行にあたって目標

を明確化することにより、事務事

業の効率的かつ効果的な実施、職

場の活性化及び職員の人材育成

その他人事施策に資すること 

職員の職務を通じ

て発揮された意欲

や能力、実績を公正

かつ客観的に評価

し、適切な指導・助

言をすることで、職

員の人材育成や能

力開発を図ること 

職場のコミュ

ニケーション

の円滑化を図

り、職員一人

ひとりの人材

育成や能力開

発につなげて

いく 

考
課
者

副市長 該当者の上位級職員 該当者の上

位級職員 

一次考課者：所属

係長 

二次考課者：所属

課長 

一次考課者：

所属係長 

二次考課者：

所属課長 

調
整
者

市長 考課者の上位級職員

又は当該区局の人事

担当部長 

該当者の上位

級職員、人事担

当部長、区局長 

一次調整者：所属

部長 

二次調整者：所属

人事担当課長 

評
価
項
目

・区局統括本部

運営方針の達成

状況の評価（目

標設定・実績） 

・日頃の組織運

営・改革への取

り組み姿勢 

・緊急課題に対

する取組状況 

①基本（仕事に対する取

り組み姿勢・チャレンジ

度・部下育成《課長～係

長》・人材育成《専任職、

キャリアスタッフ》・コン

プライアンスの推進・ス

トレス耐性） 

②業績（仕事の達成状況） 

③情意（責任性・積極性・

協調性・規律性） 

④能力（計画・企画力・

折衝力・表現力・判断・

決断力・理解力等） 

・目標及び具

体的取組事

項・達成時期

を自ら示し、

その達成度

を評価する。 

・個人の目標

に対する到

達度を評価

する。 

（絶対評価） 

・対象者のＭ

ＢＯの行動計

画・評価書を参

考に、設定した

目標の内容、難

易度及び到達

度等の観点か

ら総合的に評

価する。 

（相対評価） 

①業務実績（業務

の質・量） 

②取組姿勢（積極

性、協調性、規律

性、責任性） 

③能力（知識・技

術、理解力、表現

力） 

④市民対応・市民

協働・コスト意識 

⑤チャレンジ 

①能力評価

（規律性・知

識・技能） 

②業績評価

（業務実績） 
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区 
分 

区長・局長・ 
統括本部長 

区長・局長・統括本部長を除く経営責任職及び 

運営責任職（理事、部長、課長、課長補佐及び係長級職

員） 

係長級以上

の職員を除く

一般職員 

会計年度任用職員 

勤務実績評価 

目標によるマネジメント（ＭＢＯ）を活用した

業務実績評価 
人事考課 人事考課 

目標によるマネジメン

ト（ＭＢＯ） 
業務実績評価 

評
価
対
象
期
間

【評価期間】 

4月1日～翌 

3月31日 

中間期：4月1日 

～9月30日 

期末期：10月1日 

～翌3月31日 

【評価期間】 

4 月 1 日～翌 3 月

31日 

【評価期間】 

中間期：4月1日～9月30日 

期末期：10月１日～翌3月31日 

【評価期間】 

4月 1日～翌

3月31日 

評価基準日（12 月

１日）時点で勤務

実績が三月を満た

す職員 

※評価基準日に勤

務実績が三月に満

たなくても会計年

度内に勤務実績が

三月を満たす場合

は、評価基準日以

降三月を満たした

時点において実施 

評
価
ラ
ン
ク

Ｓ～Ｄの 5 段階

評価 

Ｓ～Ｄの 5 段階評

価 

Ｓ～Ｄの 5 段

階評価 

【局長級・部長

級】 

Ｓ～Ｄの 5 段階

評価 

【課長級】 

Ｓ～Ｄの 5 段階

評価 

【課長補佐・係

長級】 

Ｓ～Ｃの 4 段階

評価 

・各考課項目

の評価は 1～

5の 5段階評

価 

・総合評価

は、Ｓ～Ｄの

5段階評価 

〇または×の 2 段

階評価 

給
与
上
の
反
映

勤勉手当の成績

率及び昇給に反

映される。 

昇給に反映され

る。 

業務実績評価

の参考とされ

る。 

勤勉手当の成績

率に反映され

る。 

昇給に反映

される。 

横浜市会計年度

任用職員の任用

等に関する規程

（令和元年達第

５号）第３条第６

項に定める公募に

よらない再度任用

の能力実証に活用

する。 

（注１） 市長部局等とは、市長部局及び行政委員会をいいます。 

（注２） 消防局、水道局、交通局及び医療局病院経営本部は、市長部局に準じます。 
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(3) 職員の給与の状況

地方公務員の給与は、国や他の地方自治体の職員、民間企業の従業員の給与等を考

慮して定めることになっています。 

職員に支給される給与は、本市人事委員会が民間企業の給与の実態などを調査のう

え、必要に応じて勧告を行い、この結果を尊重し、市会の審議を経て条例により決定

されます。 

ここでは、令和５年度の給料、諸手当から構成される給与など人件費の状況や給料

表の級別職員数などを紹介します。（なお、令和５年度の職員給与実態をより的確に

反映させるため、令和６年４月１日現在の数値を採用している場合もあります。） 

本市では、厳しい財政状況の中で、より効率的・効果的な行政運営を行うために、

人事給与制度の見直しに取り組んできました。今後も、市民満足度の向上に向けて、

職員の意欲や能力、実績が適切に反映できる人事給与制度の適正な運用に取り組んで

いきます。 

ア 人件費の状況
人件費は、雇用に係る広い範囲の経費です。職員への給料や諸手当のほか、社会保険料の事

業主負担分、退職手当などが含まれます。 

人件費の令和５年度決算は次のとおりです。 

（ア）市長部局及び行政委員会等の状況

区 分 
歳出額 

(A) 

人件費 

(B) 

人件費率 

(B/A×100) 

普通会計 
千円 

1,957,930,068 

千円 

355,193,978 

％ 

18.1 

（イ）企業局の状況

区 分 
歳出額 

(A) 

人件費 

(B) 

人件費率 

(B/A×100) 

水道局 
水道・工業用

水道事業会計 

千円 

139,531,593 

千円 

13,631,772 

％ 

9.8 

交通局 

自 動車事業 

会 計 

千円 

24,245,730 

千円 

13,901,311 

％ 

57.3 

高速鉄道事業

会 計 

千円 

91,280,734 

千円 

9,689,960 

％ 

10.6 

医 療 局 

病 院 経 営 

本 部 
病院事業会計 

 千円 

46,225,907 

千円 

18,818,516 

％ 

40.7 
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イ 職員給与費の状況 
職員給与費とは給料、扶養手当等の職員手当及び期末・勤勉手当等の総額から、社会保険料

の事業主負担分、退職手当などを除いたものです。 
職員給与費の令和６年度当初予算は次のとおりです。 

 

(ア) 市長部局及び行政委員会等の状況（普通会計予算） 

 

 

職員数 

(A) 

給与費 一人あたり 

給与費 

(B/A) 給料 職員手当 
期末・勤勉 

手当 

計 

(B) 

人 

37,234 

万円 

14,615,768 

万円 

4,921,238 

万円 

7,074,399 

万円 

26,611,405 

万円 

715 

 

 

(イ) 企業局の状況 

 

区分 

 

職員数 

(A) 

給与費 一人あたり 

給与費 

(B/A) 給料 
職員 

手当 

期末・勤

勉手当 

賞与引当

金繰入額 

計 

(B) 

水道局 
人 

1,384 

万円 

567,551 

万円 

201,523 

万円 

188,857 

万円 

85,573 

万円 

1,043,504 

万円 

754 

交通局 
人 

2390 

万円 

924,196 

万円 

552,324 

万円 

293,434 

万円 

132,929 

万円 

1,902,883 

万円 

796 

医 療 局 

病 院 経 営 

本 部 

人 

1,625 

万円 

600,897 

万円 

399,378 

万円 

204,328 

万円 

120,138 

万円 

1,324,741 

万円 

815 

 

ウ ラスパイレス指数の状況 

 
 

 

（注）ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較する

ため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行

政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100 として計算した指数。 

 

   横浜市は、特殊勤務手当など諸手当の引下げを他都市に先駆けて行ってきたため、給料月額

（本給）のみで算出するラスパイレス指数は高い指数となりやすい傾向がありますが、実際に

職員に支給される諸手当を含めた平均給与月額では、指定都市の平均を下回る水準となって

います。 

    また、給料に手当を加えた職員の給与については、横浜市人事委員会が４月１日時点での民

間企業の給与実態を調査し、本市職員の給与との間に較差がある場合には適当な措置を講じ

るよう市長及び市会に勧告を行います。この人事委員会勧告を尊重し本市職員の給与改定を

行うことにより、民間との均衡を図っています。 

 

 

 

 

 

 

令和５年４月１日現在 令和４年４月１日現在 

100.0 100.1 

-8-



エ 平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況
令和６年４月１日現在における市長部局・行政委員会等の職員及び企業局職員の平均給料

月額等の状況は次のとおりです。以下の表における行政職員は、職種区分が「令和６年地方

公務員給与実態調査」による一般行政職に該当する職員です。 

区 分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 

行 政 職 員 320,880 円 390,211 円 41歳 ３月 

技 能 職 員 301,953 円 360,294 円 47歳 ６月 

水 道 局 職 員 308,876 円 372,264 円 43歳 11月 

交 通 局 職 員 283,344 円 342,164 円  46歳 9月 

医療局病院経営本部職員 307,463 円    355,274 円    38歳 ８月 

（注1）平均給与月額とは、給料、扶養手当、地域手当、住居手当及び管理職手当を合計したもの

です。 

（注2）水道局、交通局及び医療局病院経営本部については、在籍する全ての職員の平均値です。 

オ 初任給の状況
令和６年４月１日現在における初任給等の状況は次のとおりです。

区 分 
横浜市 国 

初任給 2年後の給料 初任給 2年後の給料 

行政職員 

大学卒 195,100 円 205,400 円 総合職 

200,700 円 

総合職 

 219,600 円 

一般職 

196,200 円 

一般職 

 206,600 円 

高校卒 165,800 円 176,700 円  166,600 円 174,900 円 

技能職員 159,500 円 168,000 円 － － 

（注）国家公務員の大学卒は、採用試験区分により総合職と一般職に分かれています。横浜市、国

とも地域手当を含みません。 

カ 経験年数別・学歴別平均給与月額の状況
令和６年４月１日現在における経験年数別・学歴別平均給与月額は次のとおりです。

なお、経験年数とは卒業後ただちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数

です。 

区 分 
経験年数 

10年 15年 20年 

行政職員 
大学卒 327,398 円 379,321 円 443,244 円 

高校卒 289,766 円 330,052 円 377,917 円 

（注）平均給与月額とは、給料、扶養手当、地域手当、住居手当及び管理職手当を合計したものです。 
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キ 級別職員数の状況 
    職員の給料月額は、職種別に5つの給料表（行政、消防、高校教育、技能、医療）が定めら

れており、各給料表には職務の内容と責任の度合いに応じた級が設けられています。 

令和６年４月１日現在の市長部局、企業局等の級別職員数（行政職員、企業職員）の状況

は次のとおりです。 

（ア) 市長部局及び行政委員会等の状況 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。 

 

 

（イ） 企業局の状況 

 

【水道局】 

 

区 分 標準的な職務内容 
職員数

（人） 

構成比

（％） 

1 級 職員Ⅰ（定型的な業務） 244 17.5 

2 級 職員Ⅱ（高度な知識・技術・経験を必要とする） 290 20.8 

3 級 
職員Ⅲ（特に高度な知識・技術・経験を必要とす

る） 

672 48.3 

4 級 係長 100 7.2 

5 級 課長補佐 34 2.4 

6 級 課長 41 3.0 

7 級 部長 9 0.7 

8 級 局長・理事 2 0.1 

計  1,392 100 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 標準的な職務内容 
職員数 

（人） 

構成比

（％） 

1 級 職員Ⅰ（基礎的な知識・技術又は経験により業務

を行う） 

2,159 

 

17.5 

2 級 職員Ⅱ（高度な知識・技術又は経験を必要とする） 3,925 31.8 

3 級 職員Ⅲ（特に高度な知識・技術又は経験を必要と

する） 

2,729 22.1 

4 級 係長 1,993 16.1 

5 級 課長補佐 475 3.8 

6 級 課長 779 6.3 

7 級 部長 241 2.0 

8 級 区局長・理事 54 0.4 

計  12,355 100.0 
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【交通局】 

 

区 分 標準的な職務内容 
職員数

（人） 

構成比

（％） 

1 級 職員Ⅰ 855 37.2 

2 級 職員Ⅱ 384 16.7 

3 級 職員Ⅲ 874 38.0 

4 級 係長 101 4.4 

5 級 課長補佐 43 1.9 

6 級 課長 36 1.6 

7 級 部長 7 0.3 

8 級 局長・理事 0 0 

計  2,300 100.0 

 

 

 

【医療局病院経営本部】 

 

（注）この表における職員は、職種区分が一般行政職であり、かつ当該給料表の適用を受ける 

職員です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

区 分 標準的な職務内容 
職員数

（人） 

構成比

（％） 

1 級 
職員Ⅰ（基礎的な知識・技術又は経験により業

務を行う） 
19 14.2 

2 級 
職員Ⅱ（高度な知識・技術又は経験を必要とす

る） 
43 32.1 

3 級 
職員Ⅲ（特に高度な知識・技術又は経験を必要

とする） 
22 16.4 

4 級 係長 26 19.4 

5 級 課長補佐 11 8.2 

6 級 課長 10 7.5 

7 級 部長 3 2.2 

8 級 局長・理事 0 0 

計  134 100.0 

-11-



 

ク 職員手当の概要 
    職員には、一般職職員の給与に関する条例等に基づき、各種手当を支給しています。手当

の内容等は次のとおりです。 

(ア) 市長部局及び行政委員会等の状況 

内     容 平均支給額 

毎
月
決
ま
っ
て
支
給
さ
れ
る
も
の 

扶養手当 

配偶者  6,500円 

子    10,000円 

（配偶者がない場合の一人目 11,500円） 

父母等  6,500円 

（配偶者がない場合の一人目 6,500円） 

※満15歳に達する日後の最初の４月１日から満22歳に達

する日後の最初の３月31日までの間にある子に対しては、

5,000円加算 

6,918円/月 

地域手当 給料、扶養手当、管理職手当の合計額の16％  55,777円/月 

住居手当 借家・借間居住者（40歳未満の職員）19,600円 3,926円/月 

通勤手当 
交通費相当額実費（限度額55,000円／月） 

＜例＞鉄道利用者：6か月に一度6か月定期代を支給 
11,621円/月 

その他 管理職手当、医師・看護師の初任給調整手当など 

勤
務
し
た
実
績
に
応

じ
て
支
給 

超過勤務手当 
1月当たり平均超過勤務時間 12.5時間 

1時間当たり平均単価 2,985円 

特殊勤務手当 

身体・生命の危険のおそれがあると認められる業務等に従

事する職員に支給される手当 

（注）平成18年4月より従来支給している特殊勤務手当を原則として廃

止しています。 

2,011円/月 

その他 宿日直手当、夜勤手当など 

臨
時
に
支
給
さ
れ
る
も
の 

期末手当 

勤勉手当 

横浜市と国の支給状況 

区 分 横浜市 国 

令和５年 6月期 

令和５年12月期 

2.20月 

2.30月 

2.20月 

2.30月 

計 4.50月 4.50月 

職務段階等の加算制度 有 有 

 

退
職
時
に
支
給
さ
れ
る
も
の 

退職手当 

 

区 分 
横浜市 国 

普通退職 定年退職等 普通退職 定年退職等 

支
給
率 

勤続20年 

勤続30年 

勤続35年 

18.368月分 

34.888月分 

39.7575月分 

27.397月分 

42.897月分 

47.709月分 

19.6695月分 

34.7355月分 

39.7575月分 

24.586875月分 

40.80375月分 

47.709月分 

早期退職特例措置 2～20％加算 2～45％加算 

一人当たり 

平均支給額 

2,093万円 

（平均勤続年数33年8月） 

 

（注）早期退職特例措置については、50歳以上が対象です。 

（注）令和６年４月１日現在のものです。平均支給額は、令和５年度決算の数値です。 

 

 

 

 

（注）期末手当と勤勉手

当に分けて支給してい

ます。 

 

期末手当は職員の在職期間に応じ、また、勤勉手当は職員の勤務成

績に応じて支給されます。 
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（イ） 企業局の状況

【水道局】

内  容 平均支給額 

毎
月
決
ま
っ
て
支
給
さ
れ
る
も
の

扶養手当 

配偶者  0円～6,500円 

子  10,000円 

（配偶者がない場合の一人目 11,500円） 

父母等  0円～ 6,500円 

（配偶者がない場合の一人目 0円～6,500円） 

※満15歳に達する日後の最初の４月１日から満22歳に達

する日後の最初の３月31日までの間にある子に対しては、

5,000円加算

8,139円/月 

地域手当 給料、扶養手当、管理職手当の合計額の16％ 53,283円/月 

住居手当 借家・借間居住者（40歳未満の職員）19,600円 3,533円/月 

通勤手当 
交通費相当額実費（限度額55,000円／月） 

＜例＞鉄道利用者：6か月に一度6か月定期代を支給 
13,814円/月 

その他 管理職手当など 

勤
務
し
た
実
績
に
応

じ
て
支
給 

超過勤務手当 
1月当たり平均超過勤務時間 10.8時間 

1時間当たり平均単価 3,024円 

特殊勤務手当 

身体・生命の危険のおそれがあると認められる業務等に従

事する職員に支給される手当 
（注）平成19年4月より従来支給している特殊勤務手当を原則として廃

止しています。 

161円/月 

その他 夜勤手当など 

臨
時
に
支
給
さ
れ
る
も
の

期末手当 

勤勉手当 

水道局と国の支給状況 

区  分 水道局 国 

令和５年 6月期 

令和５年12月期 

2.20月 

2.30月 

2.20月 

2.30月 

計 4.50月 4.50月 

職務段階等の加算制度 有 有  

退
職
時
に
支
給
さ
れ
る
も
の

退職手当 

区 分 
水道局 国 

普通退職 定年退職等 普通退職 定年退職等 

支
給
率

勤続20年 

勤続30年 

勤続35年 

18.368月分 

34.888月分 

39.7575月分 

27.397月分 

42.897月分 

47.709月分 

19.6695月分 

34.7355月分 

39.7575月分 

24.586875月分 

40.80375月分 

47.709月分 

早期退職特例措置 2～20％加算 2～45％加算 

一人当たり 

平均支給額 

530万円 

（平均勤続年数12年9月） 

（注）早期退職特例措置については、50歳以上が対象です。 

（注）令和６年４月１日現在のものです。平均支給額は、令和５年度決算の数値です。 

（注）期末手当と勤勉手

当に分けて支給してい

ます。 

期末手当は職員の在職期間に応じ、また、勤勉手当は職員の勤務成

績に応じて支給されます。 
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【交通局】 

内  容 平均支給額 

毎
月
決
ま
っ
て
支
給
さ
れ
る
も
の

扶養手当 

配偶者  0円～6,500円 

子  10,000円 

（配偶者がない場合の一人目 11,500円） 

父母等  0円～ 3,500円 

（配偶者がない場合の一人目 0円～6,500円） 

※満15歳に達する日後の最初の４月１日から満22歳に

達する日後の最初の３月31日までの間にある子に対し

ては、5,000円加算

9,467円/月  

地域手当 給料、扶養手当、管理職手当の合計額の16％ 48,233円/月  
住居手当 借家・借間居住者（40歳未満の職員）19,600円 3,147円/月  

通勤手当 
交通費相当額実費（限度額55,000円／月） 

＜例＞鉄道利用者：6か月に一度6か月定期代を支給 
11,810円/月  

その他 管理職手当など 

勤
務
し
た
実
績

に
応
じ
て
支
給

超過勤務手当 
1月当たり平均超過勤務時間 23.9時間 

1時間当たり平均単価 2,797円 

特殊勤務手当 
助役手当、操車手当、整備手当、運転士手当、マスタード

ライバー手当、宿泊手当
2,258円/月 

その他 宿日直手当、夜勤手当など 

臨
時
に
支
給
さ
れ
る
も
の

期末手当 

勤勉手当 

交通局と国の支給状況 

区  分 交通局 国 

令和５年 6月期 

令和５年12月期 

2.20月 

2.30月 

2.20月 

2.30月 

計 4.50月 4.50月 

職務段階等の加算制度 有 有  

退
職
時
に
支
給
さ
れ
る
も
の

退職手当 

区 分 
交通局 国 

普通退職 定年退職等 普通退職 定年退職等 

支
給
率

勤続20年 

勤続30年 

勤続35年 

18.368月分 

34.888月分 

39.7575月分 

27.397月分 

42.897月分 

47.709月分 

19.6695月分 

34.7355月分 

39.7575月分 

24.586875月分 

40.80375月分 

47.709月分 

早期退職特例措置 2～20％加算 2～45％加算 

一人当たり 

平均支給額 

793万円 

（平均勤続年数27年6月） 

（注）早期退職特例措置については、50歳以上が対象です。 

（注）令和６年４月１日現在のものです。平均支給額は、令和５年度決算（交通局全事業計）の数値です。 

（注）期末手当と勤勉手

当に分けて支給してい

ます。 

期末手当は職員の在職期間に応じ、また、勤勉手当は職員の勤務成

績に応じて支給されます。 
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【医療局病院経営本部】 

内     容 平均支給額 

毎
月
決
ま
っ
て
支
給
さ
れ
る
も
の 

扶養手当 

配偶者  0円～6,500円 

子    10,000円 

（配偶者がない場合の一人目 11,500円） 

父母等  0円～ 6,500円 

（配偶者がない場合の一人目 0円～6,500円） 

※満15歳に達する日後の最初の４月１日から満22歳に達

する日後の最初の３月31日までの間にある子に対しては、

5,000円加算 

5,255円/月 

地域手当 給料、扶養手当、管理職手当の合計額の16％  47,498円/月 

住居手当 借家・借間居住者（40歳未満の職員）19,600円 3,417円/月 

通勤手当 
交通費相当額実費（限度額55,000円／月） 

＜例＞鉄道利用者：6か月に一度6か月定期代を支給 
9,220円/月 

その他 管理職手当、医師・看護師の初任給調整手当など 

勤
務
し
た
実
績
に
応
じ
て
支
給 

超過勤務手当 
1月当たり平均超過勤務時間 10時間 

1時間当たり平均単価 3,650円 

特殊勤務手当 

その他 

・深夜勤務手当（変形労働時間制で勤務する職員で正規の勤

務時間による勤務の一部又は全部が深夜において行われる

業務に従事した場合に支給） 

・分べん手当（病院に勤務する医師が、分べん介助業務に従

事した場合に支給） 

・処遇改善手当（病院に勤務する看護師、助産師、保健師及び

准看護師並びに医療技術職員等の処遇を改善する目的で支

給） 

・緊急呼出待機手当（病院に勤務する医師が緊急時の診療業

務に対応するため自宅等に待機を命じられた場合に支給） 

19,282円/月 

宿日直手当、夜勤手当など 

臨
時
に
支
給
さ
れ
る
も
の 

期末手当 

勤勉手当 

医療局病院経営本部 と国の支給状況 

区  分 医療局病院経営本部 国 

令和５年 6月期 

令和５年12月期 

2.20月 

2.30月 

2.20月 

2.30月 

計 4.50月 4.50月 

職務段階等の加算制度 有 有 

 

 

 

退
職
時
に
支
給
さ
れ
る
も
の 

退職手当 

 

区 分 
医療局病院経営本部 国 

普通退職 定年退職等 普通退職 定年退職等 

支
給
率 

勤続20年 

勤続30年 

勤続35年 

18.368月分 

34.888月分 

39.7575月分 

27.397月分 

42.897月分 

47.709月分 

19.6695月分 

34.7355月分 

39.7575月分 

24.586875月分 

40.80375月分 

47.709月分 

早期退職特例措置 2～20％加算 2～45％加算 

一人当たり 

平均支給額 

573万円 

（平均勤続年数11年1月） 

 

（注）早期退職特例措置については、50歳以上が対象です。 

（注）令和６年４月１日現在のものです。平均支給額は、令和５年度決算の数値です。 

期末手当は職員の在職期間に応じ、また、勤勉手当は職員の勤務成

績に応じて支給されます。 
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ケ 特別職の報酬等の状況
市長、副市長及び教育長には、給料、期末手当及び退職手当が、議長、副議長及び議員には、

報酬及び期末手当が支給されます。 

市長、副市長及び議員の給料・報酬は、学識経験者、市内の公共的団体等を代表される方及

び住民の方を委員とする特別職職員議員報酬等審議会からの答申に基づき、市会の審議を経

て条例により決定されます。 

（ア） 特別職の報酬等

給料月額 報酬月額 期末手当 

市 長 
円 

1,599,000 
議 長 

円 

1,179,000 ６月期 2.2月分 

12月期 2.3月分 
副市長 

円 

1,285,000 
副議長 

円 

1,061,000 

教育長 
円 

940,000 
議 員 

円 

  953,000 
合  計 4.5月分 

（注）給料・報酬月額は令和６年４月１日現在の額で、期末手当は令和５年度における支給実

績です。 

（イ） 市長、副市長及び教育長の退職手当の支給水準

区 分 退職手当の支給水準 

市 長 給料月額×在職月数×1000分の448 

副市長 給料月額×在職月数×1000分の345 

教育長 給料月額×在職月数×1000分の121 

（注）令和６年４月１日現在のものです。 
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(4) 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

職員の勤務時間については、横浜市一般職職員の勤務時間に関する条例等により定め

られています。 

また、休暇制度については、横浜市一般職職員の休暇に関する条例により定められて

おり、休暇には、年次休暇、特別休暇及び介護休暇があります。 

なお、水道局、交通局及び医療局病院経営本部においては、企業管理規程に基づき、

同様の休暇制度が定められています。 

ここでは、勤務時間や休暇制度について紹介します。 

ア 勤務時間の状況

範 囲 性 格 給与 

勤務時間 

（休憩時間を除く） 
8:30～17:15 ・職務専念義務の課せられている時間 有給 

休憩時間 12:00～13:00 ・労働から離れることを保障された時間 無給 

勤務を要しない日 
土曜日、日曜

日 
・勤務時間を割り振らない日 無給 

休 日 
国民の祝日、 

12/29～1/3 

・特に勤務を命じられない限り、勤務が免除

されている日 
有給 

（注）令和６年４月１日現在のものです。 

職員の勤務時間は１日７時間45分、１週間では38時間45分となります。 

勤務場所及び職種によって、勤務時間、勤務を要しない日、休日が異なる場合がありま

す。 

イ 年次休暇の取得状況

年次休暇は、毎年４月１日に在職する職員に20日付与されます。年度の途中で採用された

職員には、採用された月に応じて１日から18日までの範囲内で定められた日数の年次休暇が

付与されます。 

また、その年度に取得しなかった年次休暇の日数は、20日を限度として翌年度に繰り越す

ことができます。 

令和５年度の市長部局・行政委員会等の職員及び企業局職員の年次休暇の取得状況は、次

のとおりです。 

（単位：日） 

平均取得日数 

市長部局等職員 17.0 

水道局職員 17.9 

交通局職員 16.4 

医療局病院経営本部職員 10.8 
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ウ 特別休暇の概要 

主な特別休暇の概要は、次のとおりです。 

（注1）上記の他に、祭日休暇、骨髄等提供休暇、公民権行使休暇、公の職務執行休暇、育児時間、

生理日休暇があります。 

（注2）令和６年４月１日現在のものです。 

 

エ 介護休暇の取得状況 
  介護休暇は、職員が配偶者等、父母、子、配偶者等の父母等で負傷、疾病又は老齢により日

常生活を営むのに支障があるものの介護をするため、勤務しないことが相当と認められる場

合に取得することができます。 

令和５年度における介護休暇の取得状況は、次のとおりです。 
（単位：人） 

区  分 
介護休暇

取得者数 

休暇の取得形式 

計 日単位 時間単位 

市長部局等 
男性職員 26 26 24 2 

女性職員 71 71 60 11 

水 道 局 
男性職員 1 1 1 0 

女性職員 2 2 2 0 

交 通 局 
男性職員 21 21 21 0 

女性職員 1 1 1 0 

医療局 

病院経営本部 

男性職員 0 0 0 0 

女性職員 2 2 0 2 

計  124 124 109 15 

（注）市長部局等とは、市長部局、消防局及び行政委員会をいいます。 

種  類 概  要 付与日数 

病気休暇 職員が負傷又は疾病のため療養する場合の休暇 90日の範囲内 

結婚休暇 職員が結婚する場合の休暇 ６日の範囲内 

出産休暇 女性職員が出産する場合の休暇 

出産予定日８週間(多胎

妊娠の場合は14週間)前

から出産日後８週間まで 

服忌休暇 
職員が親族の喪に遭った場合の休暇 

 

親族に応じ７日以内で定

める日数 

社会貢献活動休暇 職員がボランティア活動を行う場合の休暇 ５日の範囲内 

夏季休暇 夏季における休暇 ５日の範囲内 

子の看護休暇 

12歳に達する日以降の最初の３月31日までの間にあ

る子を養育する職員が、子を看護する場合の休暇 

５日の範囲内 

(対象となる子が２人以

上の場合は10日) 

配偶者の 

出産のための休暇 

男性職員が配偶者の出産に伴い勤務しないことが相

当であると認められる場合の休暇 
３日の範囲内 

男性職員の 

育児参加休暇 

男性職員の配偶者が出産する場合であって、当該出

産に係る子又は小学校就学の始期に達するまでの子

を養育する男性職員が、これらの子の養育のため勤

務しないことが相当であると認められる場合の休暇 

５日の範囲内 

短期介護休暇 

職員が配偶者等、父母、子、配偶者の父母等で負傷、

疾病又は老齢により日常生活を営むのに支障がある

ものの介護をする場合の休暇 

５日の範囲内（要介護者

が２人以上の場合は10

日） 

出生支援休暇 
職員が不妊治療に係る通院等のため勤務しないこと

が相当であると認められる場合の休暇 

５日の範囲内(体外受精

等の頻繁に通院を要する

場合にあっては、10日) 
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(5) 職員の休業の状況

職員の休業については、地方公務員法等の法令に基づき、職員の育児休業等に関する

条例や、職員の自己啓発等休業に関する条例により定められています。 

ここでは、休業制度の取得状況について紹介します。 

ア 育児休業等の取得状況

育児休業等に関する制度は、地方公務員の育児休業等に関する法律に基づき、職員の育児休

業等に関する条例等により定められています。 

育児休業等に関する制度には、３歳に満たない子を養育するため休業することができる育

児休業制度と、小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため、２時間を超えない範囲内

で勤務時間の一部について勤務しないことができる部分休業制度及び１週間当たりの勤務時

間を短縮する育児短時間勤務制度があります。 

令和５年度における育児休業、部分休業及び育児短時間勤務の取得状況は次のとおりです。 

（単位：人） 

区  分 
育児休業 

取得者数 

部分休業 

取得者数 

育児短時間 

勤務取得者数 

市長部局等 
男性職員 539 23 11 

女性職員 844 345 179 

水 道 局 
男性職員 34 6 2 

女性職員 21 17 0 

交 通 局 
男性職員 46 1 1 

女性職員 9 9 1 

医療局 

病院経営本部 

男性職員 5 7 0 

女性職員 160 91 78 

計 1,658 499 272 

（注）市長部局等とは、市長部局、消防局及び行政委員会をいいます。 

（ア）令和５年度中の新たな育児休業対象者数に占める育児休業等取得者数
（単位：人） 

区  分 

令和５年度中に

新たに育児休業

が取得可能とな

った職員（育児休

業対象者数） 

う ち 育 児

休 業 取 得

者数 

う ち 部 分

休 業 取 得

者数 

育児短時

間勤務取

得者数 

市長部局等 
男性職員 984 496 23 11 

女性職員 847 844 345 165 

水 道 局 
男性職員 32 30 0 0 

女性職員 6 6 0 0 

交 通 局 
男性職員 38 26 0 0 

女性職員 3 1 0 0 

医療局 

病院経営本部 

男性職員 22 4 5 0 

女性職員 67 67 47 35 

計 1,999 1,474 420 211 

（注）市長部局等とは、市長部局、消防局及び行政委員会をいいます。 
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イ 自己啓発等休業等の取得状況

自己啓発等休業に関する制度は、地方公務員法に基づき、職員の自己啓発等休業に関する条

例等により定められており、在職期間が４年以上であることなどを条件として、大学等課程の

履修や国際貢献活動のために一定の期間休業をする事が出来るものです。 

令和５年度における自己啓発等休業等の取得状況は次のとおりです。 

（ア）自己啓発等休業等取得者数
（単位：人） 

区  分 
自己啓発等休業 

取得者数 

配偶者同行休業 

取得者数 

大学院就業休業 

取得者数 

市長部局等 20 31 2 

水 道 局 0 0 － 

交 通 局 0 0 － 

医療局病院経営本部 0 2 － 

計 20 33 2 

（注）市長部局等とは、市長部局、消防局及び行政委員会をいいます。 
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(6) 職員の分限及び懲戒処分の状況

分限処分は、職員がその職責を十分に果たすことができない場合など一定の事由がある

場合に、職員の意に反する不利益な身分上の変動をもたらす処分で、公務の能率の維持向

上およびその適正な運営の確保を図ることを目的としています。

また、懲戒処分は、職員に法令違反や職務上の義務違反等あった場合に、責任の程度に

応じて、任命権者がその職員の道義的責任を問い、公務における規律と秩序の維持を目的

に行う処分です。

ここでは、職員の分限処分者数及び懲戒処分者数の状況について紹介します。

ア 処分事由別分限処分者数の状況

任命権者は、以下の事由がある場合、職員に対し、降任、免職、休職又は降給の分限処分をす

ることができます。 

【降任、免職の処分事由】 

① 勤務実績が良くない場合（法第 28 条第 1 項第 1 号）

② 心身の故障のため職務遂行に支障がある等の場合（法第 28 条第 1 項第 2 号）

③ 職に必要な適格性を欠く場合（法第 28 条第 1項第 3 号）

④ 職制等の改廃等により過員等を生じた場合（法第 28 条第 1 項第 4 号）

【休職の処分事由】 

① 心身の故障のため長期休養を要する場合（法第 28 条第 2項第 1 号）

② 刑事事件に関し起訴された場合（法第 28 条第 2 項第 2 号）

③ 条例に定める事由による場合（公共的施設等で職務に関連する事項の調査、研究等に従事する

場合や（外国）政府等の招きにより職務に関連する業務に従事する場合）（法第 27 条第 2項）

（単位：人）

区 分 降 任 免 職 休 職 降 給 計 
法第 28 条第
4項により失
職した者 

市長部局等 0 0 632 632 0 

消防局 0 0 53 53 0 

水道局 0 0 52 52 0 

交通局 0 1 132 133 0 

医療局 
病院経営本部 

0 0 33 33 0 

教育委員会 0 0 692 692 0 

計 0 1 1,589 1,590 0 

（注 1）法とは地方公務員法を指します。 
（注 2）降任とは現在任用されている職より下位の職に任用する処分です。 
（注 3）免職とは職員の意に反してその職を失わせる処分です。 
（注 4）休職とは職を保有したまま職員を一定期間職務に従事させない処分です。 
（注 5）降給とは現在より低い給料月額に格付ける処分です。 
（注 6）休職処分者数は、処分件数に着目して計上したものであり、延べ人数です。 
（注 7）法 28 条第 4 項は、法第 16 条の「欠格条項」に該当し、失職した者です。 
（注 8）市長部局等とは、市長部局及び行政委員会（教育委員会を除く）をいいます。 
（注 9）再任用職員を含みます。 
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 イ 処分事由別懲戒処分者数の状況 

任命権者は、以下の事由がある場合、職員に対し、戒告、減給、停職又は免職の懲戒処分をす

ることができます。 

 本市では、地方公務員法で定める事由についてさらに明確にし、職員の違法な行為や非行に対

してこれまで以上に厳正かつ公正に対処するため、平成 15 年９月、「横浜市懲戒処分の標準例」

を策定しました。 

 本市では、標準例を全職員に周知徹底するとともに、研修等を通じ、不祥事防止に取り組んで

います。 
【戒告、減給、停職又は免職の処分事由】 

① 法令違反（法第 29 条第 1 項第 1 号） 

② 職務上の義務違反又は怠慢（法第 29 条第 1 項第 2 号） 

③ 全体の奉仕者たるにふさわしくない非行（法第 29 条第 1項第 3 号） 

（単位：人） 

区 分 戒 告 減 給 停 職 免 職 計 

市長部局等 0 2 5 0 7 

消防局 2 1 0 2 5 

水道局 0 0 0 0 0 

交通局 25 5 4 1 35 

医療局 

病院経営本部 
0 0 1 0 1 

教育委員会 1 0 4 3 8 

計 28 8 14 6 56 

（注 1）法とは地方公務員法を指します。 

（注 2）戒告とは職員の規律違反に対して、その将来を戒めるため行う処分です。 

（注 3）減給とは一定期間、職員の給料の一定割合を減額して支給する処分です。 

（注 4）停職とは職員を懲罰として職務に従事させない処分です。停職期間中は、給与は支給 

されません。 

（注 5）免職とは懲罰として職員の身分を失わせる処分です。 

（注 6）市長部局等とは、市長部局及び行政委員会（教育委員会を除く）をいいます。 

（注 7）再任用職員を含みます。 
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(7) 職員の服務の状況

地方公務員法第 30条において、「すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益の

ために勤務し、且つ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければな

らない。」と規定されています。そのため、同法では、具体的に、「法令等及び上司の職

務上の命令に従う義務」、「信用失墜行為の禁止」、「職務上知り得た秘密を守る義務」、

「職務に専念する義務」、「政治的行為の制限」、「争議行為等の禁止」、「営利企業への従

事等の制限」などを職員に課しています。 

  本市では、こうした服務上の義務に違反した場合などの対応として、平成 15年９月

に「懲戒処分の標準例」を定めて、処分の程度を明確化し、不祥事等防止への取組を進

めています。 

ここでは、職員の職務に係る倫理の保持に関する取組や営利企業への従事等許可状

況について紹介します。 

ア 職員の職務に係る倫理の保持に関する取組の状況

公務に対する市民の信頼を確保する取組として、職員の服務に関する事項を「横浜市職員服

務規程」（25 ページ参照）などにおいて定めるとともに、総括コンプライアンス責任者（※副

市長の中から市長が指定）から全職員に向けて「不祥事等の防止」や「政治的中立性の確保の

徹底」等について、通知により周知徹底しています。 

また、職員のコンプライアンスに対する意識を高め、適正に業務を遂行するとともに、不祥

事等を防止し、もって市政に対する市民の信頼を確保することを目的に、階層別等の研修を実

施しています。 

市長部局において実施している取組は次のとおりです。 

事   項 取 組 内   容 実施時期 

総括コンプライア

ンス責任者通知

不祥事等防止の徹底について 令和５年６月 

不祥事等防止の徹底について 令和５年12月 

研修の実施 

全課長級職員を対象に、具体的事例を踏まえた講義視聴及

びｅラーニングによる研修を実施 

令和５年８月 

～11月 

経営責任職及び課長級職員を対象に、リスクマネジメント

に関するeラーニングによる研修を実施 

令和５年９月 

～12月 

全職員を対象に、各課長が各職場の特性等に応じたグルー

プ討議を含む研修を実施 

令和５年８月 

～11月 

経営責任職を対象に、求められる役割や視点について、コ

ンプライアンス顧問による講義を実施

令和５年10月 

（計３回） 
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イ 営利企業等への従事許可状況 

 

地方公務員法第 38 条において、「職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利を目的とす

る私企業を営むことを目的とする会社その他の団体の役員その他人事委員会規則で定める地

位を兼ね、若しくは自ら営利を目的とする私企業を営み、又は報酬を得ていかなる事業若しく

は事務にも従事してはならない。」と規定されています。 

任命権者が許可することができる場合については、人事委員会規則（営利企業等の従事制限

に関する規則）において定められており、「①公益上必要がある場合を除き、職員の職とその

職員が関係する私企業との間に特別の利害関係を生じない場合又は生じるおそれのない場合、

②職員の職務遂行に対し、時間的又は肉体的な支障を及ぼさない場合又はそのおそれのない

場合、③法の精神に反しない場合」に限定されています。 

本市では、法の趣旨をふまえ、職員の営利企業等への従事制限の許可を行っています。外郭

団体等本市関係団体の役員を兼ねる場合や、国の調査員を行う場合などが挙げられます。 

 

（単位：件） 

区   分 許可件数 

市 長 部 局 等 355 

消 防 局 5 

水  道  局 9 

交  通  局 10 

医療局病院経営本部 574 

教 育 委 員 会 591 

計 1,544 

（注 1）市長部局等とは、市長部局及び行政委員会(教育委員会を除く)をいいます。 

（注 2）許可件数は延数です。 

（注 3）教育委員会には、教育公務員特例法第 17 条による承認件数を含みます。 

 

 

ウ 職務専念義務の免除（職免）の概要 

 

地方公務員法第 35 条により、職員には、勤務時間及び職務上の注意力のすべてをその職責

遂行のために用い、勤務する地方公共団体が行うべき職務にのみ従事しなければならないと

いう「職務専念義務」が課されています。ただし、法律又は条例に特別の定めがある場合に、

職務専念義務が免除されることになっており、研修を受ける場合、厚生に関する計画の実施に

参加する場合などに認められます。 
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【参考】 横浜市職員服務規程

平成21年3月25日 
達第3号 
庁中一般

横浜市職員服務規程を次のように定める。

横浜市職員服務規程

横浜市職員服務規程(平成4年3月達第3号)の全部を改正する。 

(目的) 
第1条 この規程は、職員(地方公務員法(昭和25年法律第261号)第4条第1項の職員をいう。

以下同じ。)の服務について定めるものとする。 
2 職員の服務については、法令、条例、規則その他の規程(以下「法令等」という。)に定

めるもののほか、この規程の定めるところによる。

(服務の原則) 
第2条 職員は、全体の奉仕者として、公務を民主的かつ能率的に運営すべき責務を自覚

し、法令等及び上司の命令に従い、誠実かつ公正に職務を執行しなければならない。

2 職員は、横浜市職員であるという自覚と誇りを持ち、市民の信頼にこたえることができ

るよう全力を挙げて職務を執行するとともに、勤務時間内はもとより、勤務時間外にお

いても自らの行動が公務の信用に影響を与えることを常に認識し、自らを律して行動し

なければならない。

(職務に専念する義務) 
第3条 職員は、勤務時間中は全力を挙げて職務に専念するものとし、みだりに勤務場所を

離れてはならない。

(職員き章、名札及び職員証) 
第4条 職員は、職務の執行に当たっては、職員き章及び名札を着用し、職員証を所持しな

ければならない。

(出勤) 
第5条 職員は、自らが出勤したことを記録しなければならない。

(出張及び復命) 
第6条 職員は、出張を命ぜられたときは、上司の指示を受けるとともに、出張中に、業務

の都合又は病気その他やむを得ない事由により予定を変更しなければならないときは、
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速やかに上司に連絡をとり、その承認を得なければならない。

2 職員は、上司に随行した場合を除き、出張が終了した場合は、復命書を作成し、命令者

に提出しなければならない。ただし、軽易な出張の場合又は特に命令者が認めた場合に

は、口頭により復命することができる。

(事務の引継ぎ) 
第7条 職員は、退職、休職、転任等となったときは、事務引継書を作成し、担当事務を速

やかに後任者又は上司の指定する者に引き継ぎ、その結果を統括本部長及び局区長に

あっては市長に、その他の職員にあっては直属の上司に報告しなければならない。

2 前項の規定にかかわらず、別に定める職員は、上司の承認を得たときは、事務引継書に

代えて、口頭又はその他の文書により、担当事務を引き継ぐことができるものとする。

3 職員は、出張又は休暇等のため不在となるときは、その間に処理しなければならない担

当事務を上司又は上司の指定する者に引き継ぎ、事務に支障が生じないようにしなけれ

ばならない。

(長期不在時の届出) 
第8条 職員は、傷病のため勤務に従事できない期間が10日以上に及ぶときは、医師の診

断書を添えて、上司に状況を報告しなければならない。

2 職員は、私事旅行等により長期間住居を離れる場合は、その間勤務先からの連絡に対応

できるよう努めなければならない。

(身上の届出) 
第9条 職員は、身上に関する願、届出書等を、別に定めるところにより提出しなければな

らない。

2 職員は、前項の規定により提出した届出書等の記載事項に変更が生じたときは、速やか

に当該変更事項について届け出なければならない。

(公私の区別) 
第10条 職員は、常に公私の別を明らかにし、その職務や地位を私的な利益のために用い

てはならない。

(差別的取扱いの禁止) 
第11条 職員は、一部の者に対してのみ有利又は不利な取扱いをする等、不当な差別的取

扱いをしてはならない。
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(不当要求への対応) 
第12条 職員は、職務の執行に当たり、法令等若しくは上司の職務上の命令に違反し、又

は職務の執行の公正さを損なうおそれがある要求に応じてはならない。

(利害関係を有するものとの接触規制) 
第13条 職員は、別に定めるところにより局区コンプライアンス推進員(横浜市職員の公正

な職務の執行及び適正な行政運営の確保に関する規則(平成18年12月横浜市規則第145
号)第8条第1項に規定する局区コンプライアンス推進員をいう。)が承認した場合を除き、

自らの職務に利害関係を有するものからの金品の受領、利益又は便宜の供与を受ける行

為その他の職務の執行の公正さに対する市民の信頼を損なうおそれのある行為をしては

ならない。

(兼職) 
第14条 職員は、営利企業等に従事しようとするときは、別に定めるところにより、関係

書類を添えて市長に申請し、その許可を受けなければならない。

(政治的行為) 
第15条 職員は、法令等で禁止された政治的行為をしてはならない。

(争議行為等) 
第16条 職員は、法令等で禁止された、同盟罷業、怠業その他の争議行為又は怠業的行為

をしてはならない。

(文書管理) 
第17条 職員は、法令等に従い、行政文書(横浜市行政文書管理規則(平成12年3月横浜市規

則第25号)第2条第1項に規定する行政文書をいう。)を適切に作成し、取得し、分類し、

記録し、整理し、保存し、及び廃棄しなければならない。

(会計事務等) 
第18条 職員は、法令等に従い、会計事務及び契約事務を適正に執行するとともに、現金

及び有価証券を適切に管理しなければならない。

2 職員は、市の施設、物品その他財産を適切に取り扱うものとし、き損し、又は私用に供

してはならない。

(守秘義務及び情報管理) 
第19条 職員は、職務上知り得た秘密を守らなければならない。 
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2 職員は、市民の不信を招き、また市民に不利益を与えることのないよう、法令等に従い、

情報を適正に取り扱わなければならない。 
 

(事故報告) 
第20条 職員は、公務上又は公務外において事故等があった場合は、別に定めるところに

より、遅滞なく上司に報告しなければならない。 
 

(危機に関する対応) 
第21条 職員は、庁舎又はその近隣に出火その他横浜市危機管理指針で定める危機(以下

「危機」という。)が発生した場合は、速やかに登庁して上司の指揮を受けなければなら

ない。 
2 職員は、横浜市域に危機が発生したとき、又は発生するおそれがあるときは、横浜市防

災計画等に定められた動員計画、事務分掌等に応じた危機管理業務に従事しなければな

らない。 

 
(相互協力) 

第22条 職員は、業務を行うに当たっては、情報や課題を共有し、相互に協力しなければ

ならない。 
 

(管理監督職員の責務) 
第23条 職員を管理し、又は監督する地位にある職員(以下「管理監督職員」という。)は、

その職責の重要性を自覚するとともに、職務に係る倫理の保持について管理又は監督の

対象となる職員からの相談に応じ、必要な指導及び助言を行わなければならない。 
2 管理監督職員は、職員の職務に係る非行を発生させることのないよう、率先垂範して適

正な職務執行と厳正な服務規律の維持に努めるとともに、職場研修の実施等により良好

な職場環境の維持及び醸成に努めなければならない。 
 

(服務の徹底) 
第24条 総務局長は、服務の徹底及び不祥事防止のための研修その他の必要な事項につい

て、別に定めるものとする。 
 

(委任) 
第25条 この規程の施行に関し必要な事項は、総務局長が定める。 
 
 
 

-28-



 

附 則 
(施行期日) 

1 この達は、平成21年4月1日から施行する。 
(横浜市職員倫理規程の廃止) 

2 横浜市職員倫理規程(平成16年3月達第4号)は、廃止する。 
 

附 則(平成22年3月達第8号) 
この達は、平成22年4月1日から施行する。 

 
附 則(平成23年4月達第29号) 

この達は、平成23年5月1日から施行する。 
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(8) 職員の退職管理の状況

（単位：人）

（単位：ポスト）

（　）は、対前年度比の増減ポスト数です。

なお、課長級以上で退職した職員の再就職に関する透明性・信頼性の確保に向けた取組とし

（±0）

（－4）

（±0）0

0

0

区民利用施設協会

外郭団体

関係団体

再就職
ポスト数

ア 定年退職者の再就職状況

区分 退職者数 再就職者数
再就職者の内訳

外郭団体 再任用 その他

1 1 0 0 1

（注1）「定年退職者の再就職状況」とは、市長部局、消防局、企業局及び行政委員会の課長級以上で、

　　 令和５年度末に定年により退職した職員の再就職の状況です。

3 0

00 0

合計 5 3

課長級 0 0

合計

（注2）「退職者の再就職適正化に関する取組状況」とは、市長部局、消防局、企業局及び行政委

　　 員会の退職者で、常勤の役職員として本市外郭団体、関係団体、区民利用施設協会に再就職

（－4）

5（－7）

　　 とを目的として、「外郭団体等役員及び職員の人事及び給与の基準に関する要綱」に基づき、

　　 毎年７月に公表しています。

適正化に関する取組状況については、本市退職者の再就職の透明性と信頼性を確保するこ

　　 している者の、在職期間の制限や年収限度額などの勤務条件に関する令和６年７月１日時点

　　 の取組状況です。

3 （－3） 2
313

本市では、退職職員の再就職に関する透明性・信頼性を確保する観点から、60歳時点で課長級
以上であった（学校長を含む）退職職員を対象として「横浜市職員の再就職に関する取扱要綱」
を適用し、再就職状況の公表を行うとともに、本市外郭団体等の役員又は職員に採用される者の
人事及び給与の適正化を図るために「外郭団体役員及び職員の人事及び給与の基準に関する要
綱」に基づき、本市外郭団体等に対し、年収限度額や定年等に関して必要な要請を行っていま
す。
  また、地方公務員法の一部改正により、平成28年４月から、退職管理の適正を確保するため
「再就職者による現職職員への働きかけ規制」等が導入されたことを受け、本市でも、法の規定
に基づき「再就職者による働きかけ規制」の一部や「再就職情報の届出義務」を定め、退職管理
の適正化を図ることを目的として「横浜市職員の退職管理に関する条例」を制定しています。
　ここでは、職員の退職後の再就職状況や、適正化の取組状況について紹介します。

イ 退職者の再就職適正化に関する取組状況

0

　https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/saiyo-jinji/jinji/taishoku/saisyusyoku.html

または、市庁舎３階市民情報センターにて閲覧することができます。

学校長 0 0 0 0

詳しくは、横浜市ホームページ

　　 て、「横浜市職員の再就職に関する取扱要綱」に基づき、再就職先を公表しています。

4

区局長級等

部長級

0

2 0 0 2

69

76

168

適正化未達成

（－3）

2（±0）

年収超過在職期間超過

（±0）0

3
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(9) 職員の研修の状況

本市では、平成 17 年に全職員に共通する人材育成の基本的な考え方を示す「横浜市人

材育成ビジョン」を策定し、「人材こそが最も重要な経営資源」あることを念頭に人材育成

に取り組んできました。これは、様々な課題や社会からの要請に対応しながら市政を運営

し、市民の皆様に安心して心豊かに暮らしていただくためには「人」の力が不可欠である

と考えてきたからです。 

現在、社会状況の変化により、市民の皆様のニーズや行政課題はさらに多様化・複雑化

し、人口減少やそれに伴う税収減少、社会保障費の増加など一層厳しい状況の到来が予測

されます。これからも市民の皆様からの期待に応えていくため、横浜市の将来を担う人材

の育成を進めていきます。 

ここでは、職員の研修の基本方針や研修実績について紹介します。 

ア 研修の基本方針

横浜市人材育成ビジョンの人材育成の基本方針に基づき、研修を実施しています。

基本方針１ 

人材こそが最も重要な経営資源であり、職員一人ひとりが力を発揮する組織をつくる。 

基本方針２ 

日々の業務やチャレンジする機会等を通じて成長を促すとともに、 

人事異動・評価（人事考課）・研修を連携させ、個々の能力を最大限に引き出す。 

  基本方針３ 

  職位や年齢、性別、経験等にかかわらず、互いに多様性を尊重し、 

強みを生かすことのできる環境をつくる。 
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イ 研修体系
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ウ 研修実績

（ア）市長部局及び行政委員会（教育委員会を除く）等の実施状況

（単位：人） 

区 分 主な研修 受講者数 

基礎研修 

「人材育成研修」「新採用職員研修」「新任

課長研修」「職員Ⅱ・Ⅲ昇任者研修」など 

※受講者数は延べ人数

 41,897 

課題別研修等 
「ステップアップ・カレッジ」「技術研修」

「人事交流・派遣研修」など 
8,785 

区局研修 
「転入者向け研修」「人権啓発研修」「不祥

事防止研修」「個人情報保護研修」など 
471,874 

計 

522,556 

【基礎研修】 

「新採用職員研修」や「昇任者研修」など、各職位に求められる役割等を理解する

ために実施する研修で、原則として受講は必須です。 

【課題別研修】 

自らの「強み」を伸ばし「弱み」を克服することを目的に、各職員が自ら希望し受

講する研修です。市職員として実務を適切に行うために必要な「実務知識」を習得・

定着させることを目的とした「ベーシック・カレッジ」、仕事を進める上で必要とな

る「スキル」を学ぶことを目的とした「ステップアップ・カレッジ」、責任職に必要な

「スキル」「考え方」を身につけることを目的とした「リーダーズ・カレッジ」などを

希望制で実施しました。 

【区局研修】 

各区局での業務遂行において必要となるものや、各専門分野（職種・職域）で必要

とされるもの、求められる「基礎的マインド・知識」などの習得を目的に区局業務所

管課が実施しました。 

（イ）消防局の実施状況

（単位：人） 

区 分 主な研修 受講者数 

教育課教育 
「初任教育」「消防司令科」「救助隊員養成

科」など 7,904 

主管課教育 
「特殊災害対応教育」「救急救命士養成教

育」「航空救助支援隊訓練」など 17,808 

計 
25,712 
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（ウ）水道局の実施状況 

（単位：人） 

区 分 主な研修 受講者数 

水道局 

人材開発課研修 

「新採用職員・転入職員研修」「転入責任職

及び新任係長研修」「プレゼンテーション

研修」など 

 

845 

主管課研修 
「料金実務研修」「配水管配管実技研修」

「電気安全研修」など 

 

3,464 

計 
 

4,309 

 

 

（エ）交通局の実施状況 

（単位：人） 

区 分 主な研修 受講者数 

交通局安全教育 

センター研修 

「安全研修」「新採用職員養成科」「フォロ

ーアップ研修」「責任職マネジメント研修」

「事務基礎研修」など 

 

1,496 

主管課研修 

「運輸安全マネジメント研修」「ユニバー

サルマナー公共交通プログラム」「定期教

育訓練」「乗務員研修」など 

 

10,430 

計 
 

11,926 

 

 

（オ）医療局病院経営本部の実施状況 

（単位：人） 

区 分 主な研修 受講者数 

所属研修 
「新採用職員研修」、「職員Ⅱ・Ⅲ昇任者研

修」、「医療安全全体研修」など 

 

12,934 

 

 

（カ）教育委員会の実施状況 

（単位：人） 

区 分 主な研修 受講者数 

所属研修 
「新任指導主事研修」「学校用務員・給食調

理員初任者研修」「専門領域研修」など 

 

7,720 
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(10) 職員の福祉及び利益の保護の状況

職員がその意欲と能力を十分に発揮し、健康でいきいきと能率的かつ適正に公務を実施

できるよう、地方公務員法等の趣旨にそって、職員の厚生福利、安全衛生管理、公務災害

補償を行っています。 

ここでは、職員の健康診断や健康相談、厚生福利関係の実施状況などを紹介します。 

ア 衛生管理関係の実施状況

労働安全衛生法、労働安全衛生規則、その他の法令に基づき、健康診断を行うとともに、職

員自らが健康管理を行っていけるよう、健康相談や健康教育等の事業を行い、職員の健康の

保持・増進に努めています。 

（ア）健康診断

（単位：人） 

項  目 受診者数 

一般健康診断 60,849／対象者 61,036 

特殊健康診断 2,763 

（注 1）再任用職員、臨時的任用職員及び非常勤職員を含みます。なお、横浜市立大学への派

遣職員は含みません。

（注 2）一般健康診断の受診者数は、定期健康診断、特定業務従事者健康診断、雇入時健康診

断の受診者数の合計です。

（注 3）特殊健康診断とは労働安全衛生法等に基づく電離放射線業務従事者等有害業務従事者

に対する健康診断です。 

（イ）保健指導

（単位：人）

項  目 実施者数 

健康診断後の面談及び文書・電話による指導、過

重労働対策面接、就業診査等
10,326 

（注）再任用職員、臨時的任用職員及び非常勤職員を含みます。

（ウ）健康相談

（単位：人）

項  目 相談者数 

健康診断後の保健指導以外の面談及び文書、電話

による指導、ストレスチェック面接指導、メンタ

ルヘルス相談等

11,084 

（注）再任用職員、臨時的任用職員及び非常勤職員を含みます。
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（エ）健康教育                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     

（単位：回） 
項  目 実施回数 

各種研修（メンタルヘルス研修等）、講演会、 
生活習慣改善セミナー等 104 

（注）再任用職員、臨時的任用職員及び非常勤職員を対象としているものを含みます。 

 

（オ）職員健康対策員事業 

項  目 実施回数 

相談、個別支援等（新採用職員・異動者健康調査事

後支援等） 1,138 

講話等情報提供 92 

 

 

イ 厚生福利関係の実施状況 

職員の意欲や能力の発揮と元気回復などを目的として福利厚生事業を行っています。 
 

 
（注）被服貸与・財産形成貯蓄等には、再任用職員を含みます。 

 
ウ 公務災害認定件数 

公務上・通勤途上の災害に被災した職員に対し、地方公務員災害補償法に基づき、療養補

償、休業補償、障害補償等の各種補償を行っています。 
（単位：件） 

公務災害 通勤災害 

452 61 

（注）再任用職員を含みます。非常勤職員は含みません。 
 
 

項  目 対象者数等 

被服貸与 貸与対象者数 33,672人 

財産形成貯蓄（勤労者財産形成促進法による） 契約件数 30,039 件    

永年勤続職員表彰 被表彰者数 2,290 人 

ライフプラン事業 

（動画配信形式でセミナーを実施） 

対象者数 1,627 人 
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エ その他（職員共済組合、職員厚生会） 

厳しい財政状況の下で時代の要請や職員のニーズに合った互助共済及び厚生福利の事業

を実施するため、法令等に基づき職員共済組合、職員厚生会を設置しています。 

（ア）横浜市職員共済組合 

職員とその家族の生活の安定と福祉の向上に資することを目的に、地方公務員等共済組

合法等に基づき職員等の健康保険、年金、がん検診や特定保健指導、福利厚生事業等を実施

しています。 

組 合 員 

長期給付対象組合員（本市常勤職員、退職派遣者等） 28,819 人 

短期給付のみ対象組合員（短時間再任用職員、会計年度任用職員等） 6,650人 

※ともに、小中学校教職員（教員、事務職員）、高等学校教員は除く。 

 また、短期給付のみ対象組合員数には、任意継続組合員は含まない。 

決算額及び 

事業内容 

(令和５年

度末現在) 

短期経理（保健、休業、災害、その他の給付等） 

 

 

 

 

事業費 

22,297,068千円 

後期高齢者支援金等、介護納付金、全国市町村職員共済組合連合

会拠出金 他を含む。うち給付費 11,700,656千円 

 

 

保険料率 

【短期給付】 

標準報酬の月額及び標準期末手当等の額との割合 

掛 金（組合員負担）43.46／1000 

負担金（事業主負担）43.46／1000 

【介護保険】 

標準報酬の月額及び標準期末手当等の額との割合 

掛 金（組合員負担） 8.43／1000 

負担金（事業主負担） 8.43／1000  

 

厚生年金保険経理（老齢厚生年金、障害厚生年金、遺族厚生年金等の給付） 

＜地方公務員共済組合連合会・総務省告示に基づく保険料率＞ 

 

 

事業費   45,394,328 千円  

 

保険料率 

標準報酬の月額及び標準期末手当等の額との割合 

（令和５年４月～令和６年３月） 

掛 金（組合員負担） 91.50／1000 

負担金（事業主負担） 127.50／1000 

追加費用（事業主負担） 16.1／1000 
 

 

退職等年金経理（退職等年金(新３階部分)の給付） 

事業費 2,938,814千円                                               

保険料率 

標準報酬の月額及び標準期末手当等の額との割合 

掛 金（組合員負担） 7.50／1000 

負担金（事業主負担） 7.50／1000 
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（注1）保険料率は令和５年度の料率です。 

（注2）追加費用率とは、地方公務員等共済組合法施行前の期間分の年金給付に充てるため事業主が 

負担する費用として法定されているものです。 

経過的長期経理（平成 27 年 9 月以前に決定した公務災害による障害年金・遺族年 

金の給付） 

事業費  269,858 千円     

保険料率 

標準報酬の月額及び標準期末手当等の額との割合 

負担金（事業主負担）0.0990／1000 

追加費用（事業主負担）1.7／1000 

業務経理（短期経理、厚生年金保険経理、退職等年金経理、経過的長期経理の事務

費） 

事業費 327,290 千円 

保健経理（福利厚生事業、特定健康診査、特定保健指導等） 

事業費 528,567 千円 

保険料率 

標準報酬の月額及び標準期末手当等の額との割合 

掛 金（組合員負担） 1.40/1000 

負担金（事業主負担） 1.40/1000 

貸付経理（住宅その他の貸付事業） 

事 業 費 15,539 千円 

貸付残高 1,240,134千円 
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【横浜市立学校教職員互助会】 

 

 

 

（イ）職員厚生会 

【横浜市職員厚生会】 

横浜市職員厚生会に関する条例に基づき、職員の扶助共済及び福利増進を目的として設置し

ています。 

会  員 

34,981 人 

横浜市水道局職員厚生会、横浜市交通局厚生会及び横浜市立学校教職員互助会の会

員、アルバイトは除く。 

会  費 給料月額の 3／1000（1,878 円を限度とする） 

決 算 額 

収入 会費 355,058 千円 

保険等あっせん手数料、雑入等 84,880 千円 

交付金等 0 円 

支出 選択制福利厚生事業等 426,723 千円 

公費負担率 ― （ 令和６年度は公費負担をしていません。） 

事業内容 

福利厚生事業（余暇・リフレッシュ支援、福利厚生代行事業（非常勤職員等）、食堂

事業等） 

各種互助給付（慶弔費、互助費） 

くらしのサポート（商品の割引契約、住宅資金融資あっせん、退職者優待制度等） 

生活設計の支援（ライフプランセミナー（本市・共済組合との共催事業）、積立年金

保険あっせん事業） 

安全安心のサポート（生命保険及び損害保険あっせん事業等） 

事業等 

見直し 

令和５年度 定年等退職記念旅行券を定年等退職時給付金へ変更 

令和６年度 

（予定） 
なし 

会  員 
15,699 人 

横浜市立小学校、中学校、義務教育学校及び特別支援学校に勤務する教職員等 

会  費 
正規職員及び再任用職員：基礎月収額の 4／1000 

任期付職員及び臨時的任用職員：基礎月収額の 3／1000 

決 算 額 

収入 会費 237,221 千円 

団体生命保険取扱手数料、雑入等 41,978 千円 

交付金 0 円 

支出 福利厚生事業 338,047 千円 

公費負担率 ― （ 令和６年度は公費負担をしていません。） 

事業内容 

健康増進、余暇活動の支援（福利厚生利用券、会員制リゾート施設） 

各種互助給付（各種祝金、療養見舞金等） 

くらしのサポート（商品の割引契約） 

生活設計の支援（団体扱い生命保険、生活年金共済） 

事業等 

見直し 

令和５年度 なし 

令和６年度 

（予定） 
なし 
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【横浜市水道局職員厚生会】 

 

【横浜市交通局厚生会】 

 
 
 

会  員 1,537 人 

会  費 給料月額の 5／1000 

決 算 額 

収入 会費 29,165 千円 

保険等あっせん手数料、雑入 14,066 千円 

交付金 0 円 

支出 福利厚生事業等 59,340 千円 

公費負担率 ― （ 令和６年度は公費負担をしていません。） 

事業内容 

余暇活動の支援（アウトソーシング・カフェテリアプラン制度の運営） 

各種互助給付（慶弔費、互助費） 

日常生活の支援（指定店） 

生活設計の支援（生命保険及び損害保険あっせん事業） 

事業等 

見直し 

令和５年度 体育・文化活動助成の廃止 

令和６年度 

（予定） 
なし 

会  員 2,574 人 

会  費 給料月額の 5／1000 

決 算 額 

収入 会費 44,688 千円 

施設等使用料、保険等あっせん手数料、雑入 43,366 千円 

交付金 0 円 

支出 福利厚生事業等 79,025 千円 

公費負担率 ― （ 令和６年度は公費負担をしていません。） 

事業内容 

余暇活動の支援（特約店） 

各種互助給付（慶弔費、互助費） 

日常生活の支援（商品の割引契約） 

生活設計の支援（生命保険及び損害保険あっせん事業） 

事業等 

見直し 

令和５年度 なし 

令和６年度 

（予定） 
なし 
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人事委員会の業務の状況 
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（１）職員の競争試験及び選考の状況

ア 採用

(ｱ) 採用試験・選考

申込者
（人）

第一次
受験者
（人）

第一次
合格者
（人）

第二次
受験者
（人）

第二次
合格者
（人）

第三次
受験者
（人）

最終
合格者
（人）

競争率
（倍）

土木（先行実施枠） 178 163 157 137 83 2.0

建築（先行実施枠） 54 50 33 33 22 2.3

機械（先行実施枠） 33 24 21 18 9 2.7

電気（先行実施枠） 30 27 24 22 11 2.5

事務（特別実施枠） 1,453 1,340 302 257 129 118 57 23.5

事務 1,829 1,451 593 544 362 330 180 8.1

社会福祉 200 170 163 158 81 2.1

心理 61 52 49 41 16 3.3

デジタル 15 12 9 9 3 4.0

土木 61 44 39 34 27 1.6

建築 40 29 22 18 8 3.6

機械 15 12 11 8 4 3.0

電気 15 11 10 8 5 2.2

農業 30 22 7 7 3 7.3

造園 36 30 29 27 13 2.3

環境 29 20 13 10 4 5.0

衛生監視員 61 49 27 25 6 8.2

保健師 76 61 54 53 21 2.9

消防【一般】 607 457 201 126 60 7.6

消防【専門】 2 2 2 1 1 2.0

消防（救急救命士） 122 97 52 33 16 6.1

93 76 38 36 13 5.8

小計 5,040 4,199 1,856 1,605 491 448 643 6.5

事務 294 229 82 69 34 6.7

土木 17 11 9 9 8 1.4

機械 6 5 5 5 4 1.3

電気 1 1 1 1 1 1.0

水道技術 19 15 10 10 7 2.1

保育士 148 107 71 62 45 2.4

司書 64 41 19 19 7 5.9

栄養士 39 20 7 7 2 10.0

消防 446 364 143 117 56 6.5

消防(救急救命士) 96 83 38 33 19 4.4

学校栄養 39 28 10 10 4 7.0

小計 1,169 904 395 342 187 4.8

消防職員
（高校卒程度）

学校事務

行政職員
（高校卒程度）

行政職員
（免許資格職）

地方公務員法第８条第１項第６号により、人事委員会の権限として、「職員の競争試験及び選考並びにこれらに関
する事務を行うこと」が挙げられています。
　本委員会では、同法の規定により本委員会の権限とされている一般職職員の任用に関する事項について「職員の任
用に関する規則」等を制定し、職員の採用、昇任及び転職について、競争試験及び選考を行っています。

試験・選考区分

行政職員
（大学卒程度）

行政職員
（免許資格職）

消防職員
（大学卒程度）

令和５年度に実施した横浜市職員採用試験等の結果、総数で8,751人の申込みがあり、最終合格者は1,034人でし
た。
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申込者
（人）

第一次
受験者
（人）

第一次
合格者
（人）

第二次
受験者
（人）

第二次
合格者
（人）

第三次
受験者
（人）

最終
合格者
（人）

競争率
（倍）

事務（特別実施枠） 300 265 103 100 47 46 16 16.6

事務 859 589 235 226 97 92 57 10.3

社会福祉 56 45 17 2.6

心理 8 7 7 7 2 3.5

デジタル 48 41 8 7 3 13.7

土木 54 43 38 32 15 2.9

建築 28 20 13 9 4 5.0

機械 29 23 10 9 4 5.8

電気 36 24 17 15 4 6.0

造園 20 15 15 13 2 7.5

環境 20 15 6 4 1 15.0

衛生監視員
（獣医師免許所持者）

15 8 3 2.7

保健師 50 38 7 5.4

保育士 50 43 17 15 8 5.4

学校栄養 33 29 10 9 5 5.8

学校事務 90 69 14 12 7 9.9

小計 1,696 1,274 493 458 144 138 155 8.2

就職氷河期世代を
対象

事務 445 272 31 30 10 10 3 90.7

事務Ａ 21 20 11 11 3 6.7

事務Ｂ 98 63 28 25 4 15.8

事務Ｃ 194 133 40 37 8 16.6

学校事務Ｄ 14 9 6 5 1 9.0

学校事務Ｅ 45 28 18 15 6 4.7

小計 372 253 103 93 22 11.5

社会福祉 17 16 13 1.2

土木 2 2 2 1.0

建築 2 2 2 1.0

造園 0 -

環境 0 -

衛生監視員 0 -

保育士 6 6 6 1.0

保健師 2 1 1 1.0

小計 29 27 24 1.1

合計 8,751 6,929 2,878 2,528 645 596 1,034 6.7

障害のある人を対象

育児休業代替
任期付職員

試験・選考区分

行政職員
（社会人）
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(ｲ) その他の採用選考

※ 任命権者に事務の全部を委任している選考（医療技術・看護職員及び企業職員の採用）は除いています。

イ 昇任

(ｱ) 係長・消防司令昇任試験

申込者
（人）

第一次
受験者
（人）

第一次
合格者
（人）

第二次
受験者
（人）

最終
合格者
（人）

競争率
（倍）

Ａ 937 875 239 238 72 12.2

Ｂ 61 51 11 4.6

Ａ 28 26 18 18 3 8.7

Ｂ 17 12 4 3.0

Ａ 217 175 36 36 9 19.4

Ｂ 22 17 3 5.7

Ａ 45 43 21 21 7 6.1

Ｂ 6 6 1 6.0

Ａ 40 35 12 12 3 11.7

Ｂ 10 10 1 10.0

Ａ 40 38 18 18 6 6.3

Ｂ 10 10 0 -

Ａ 7 7 5 4 1 7.0

Ｂ 2 1 0 -

Ａ 8 7 6 5 3 2.3

Ｂ 0 -

Ａ 14 13 7 7 1 13.0

Ｂ 4 4 0 -

Ａ 8 8 6 6 2 4.0

Ｂ 0 -

Ａ 6 6 5 5 2 3.0

Ｂ 9 8 3 2.7

Ａ 74 72 36 36 18 4.0

Ｂ 67 57 12 4.8

保育士 22 22 5 4.4

1,424 1,305 409 406 127 10.3

230 198 0 0 40 5.0

総計 1,654 1,503 409 406 167 9.0

※ 任命権者に事務の全部を委任している試験（消防司令補及び消防士長への昇任）は除いています。

Ａ

Ｂ・保育士
小計

合格者（人）

1

8

5

16

1

消防司令

保健師

衛生監視

環境

造園

消防司令
（課長補佐職）

小計

係長昇任については、管理職の登竜門として昭和30年から係長昇任試験を実施していますが、より広く優秀な人材を係長へ登用するため
に、平成21年度から係長昇任選考を導入し、試験と選考による係長昇任体系の複線化を図っています。

部長職

小計

3

1

3

99

121

職位

部長職

係長職

職員

小計

電気

機械

建築

土木

社会福祉

事務

行政職員
（上記を除く）

消防職員

医療職員

技能職員

試験区分

職員

合計

職

農業

課長職 2

1

1

消防司令補

消防士

課長職 2

-44-



(ｲ) 係長昇任選考

(ｳ) その他の昇任選考

職

行政職員

消防職員

企業職員

職位

係長職

消防司令（係長職）

係長職

合格者（人）

23

合格者（人）

19

62

107

124

26

8

4

38

1

13

24

合計

小計

課長職

部長職 3

11

20

34

3

75

1

1

消防職員

消防監（局区長職）

11

職位

局区長職

部長職

課長職

消防司令（課長補佐職）

専任職

小計

9

321

※ 任命権者に事務の全部を委任している選考（人事委員会が指定する特定の職へ昇任させる係長職への昇任、職員Ⅱ及び職員Ⅲへの昇任等）
は除いています。

行政職員

職

課長補佐職

小計

合計

企業職員
（水道局、交通局及び
　医療局病院経営本部職員）

医療職員

課長補佐職

専任職

小計

消防正監（部長職）

消防監（課長職）

消防司令長（課長職）

部長職

431
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合格者
（人）

7

1

1

1

10

1

21

教育委員会事務局担当係長

地方教育行政の組織及び運営に関
する法律（昭和 31 年法律第 162
号）第 18 条に規定する指導主事
（行政職員給料表の職務の級が４
級である者に限る。）

教育委員会事務局事務職員

一定の在職期間と経験年数を有する職員を他の職へ転職させる場合、その職に応じた職務遂行能力の有無を判定するために、転職選考を
実施しています。

ウ 転職選考

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31
年法律第 162 号）第18 条に規定する指導主事（行政
職員給料表の職務の級が４級である者に限る。）

教育委員会事務局担当係長

学校事務職員

転職前の職

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31
年法律第 162 号）第18 条に規定する指導主事（行政
職員給料表の職務の級が６級である者に限る。）

技術職員

合計

転職後の職

行政職員の課長職

資源循環局事務職員
（資源循環局指導員）

資源循環局技能職員

資源循環局技能職員でクレーン・デリック運転士（限
定なし）、クレーン・デリック運転士（クレーン限
定） 又はクレーン運転士のいずれかの免許を有し、か
つ特級ボイラー技士、一級ボイラー技士又は二級ボイ
ラー技士のいずれかの免許を有する者
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（２）給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告の状況

　　地方公務員法第８条、第14条、第26条等の規定により、人事委員会は、職員の給与、勤務時間
　その他の勤務条件等について絶えず研究を行い、その成果を議会及び長に提出することと定められ
　ています。
　　本委員会では、職員給与等実態調査や職種別民間給与実態調査を実施し、これらの調査結果等を
　もとに、本市職員の給与に関する報告及び勧告を行っています。

ア 「令和５年 給与に関する報告及び勧告」の概要

(ｱ) 報告及び勧告日

令和５年10月12日

(ｲ) 公民比較

ａ 月例給

民　間　給　与 390,605円 　(A)

　職　員　給　与  386,578円　 (B) 

　公民較差(A)－(B)  4,027円 　(1.04％) 

 ｂ 特別給（ボーナス）

   民間の年間支給割合 　4.52月分  (本市：4.40月分)

(ｳ) 勧告内容

ａ　月例給の改定内容

　 新規学卒者に対して適用する初任給について、高校卒、短大卒及び大学卒、いずれについても

 12,000円引き上げる。その他、若年層の職員に重点を置きつつ、全年齢層に一定の改善が及ぶよう、

 所要の改定を行う。

 ｂ　特別給の改定内容
　 期末手当及び勤勉手当の支給月数を年間で0.1月分引上げ（4.40月→4.50月）

　 引上げ分は、期末手当及び勤勉手当に、0.05月分ずつ均等に配分

(ｴ) 人事給与制度等に関する報告内容
ａ　人材の確保及び育成
(a) 人材の確保

(b) 多様な成長機会を通じた人材の育成
b　全ての職員が持てる力を発揮できる職場づくり
(a) 女性職員の活躍推進

(b) 様々な世代の職員が能力を存分に発揮できる職場づくり
(c) 障害のある職員の活躍推進
(d) 会計年度任用職員に関する制度
c　心身ともに健康で働きやすい職場づくり
(a) 長時間労働の是正

(b) 職員の心身の健康の確保
(c) ハラスメントの防止
d　柔軟な働き方が可能な職場づくり
(a) 仕事と育児の両立支援
(b) テレワークの推進
(c) 柔軟な働き方に対応した制度等
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（３）勤務条件に関する措置の要求の状況

  　地方公務員法第46条の規定に基づき、職員から、給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の

　要求があった場合に、同法第47条及び第48条の規定に基づき、事案について審査し、判定するととも

　に、その結果に基づいて必要な勧告等を行います。

ア 処理状況 (令和５年度） (単位：件）

却下 棄却 一部認容 全部認容

令和５
年度

6 3 9 0 0 2 5 0 1 8 1

イ 完結事案（令和５年度）

（４）不利益処分に関する審査請求の状況

  　地方公務員法第49条の２の規定に基づき、職員から、懲戒その他その意に反する不利益な処分に関

　する審査請求があった場合は、同法第49条の３から第51条までの規定に基づき、事案について審査

　し、処分の承認、修正又は取消しの裁決を行います。

ア 処理状況（令和５年度） (単位：件）

却下 棄却 処分取消 処分修正

令和５
年度

2 2 4 1 0 0 1 0 0 2 2

イ 完結事案（令和５年度）

事案番号

計
（Ａ）

前 年 度
か ら の
繰 越

翌年度へ
繰越

Ａ－Ｂ
計

（Ｂ）
打切り

区　分

要求件数

判定
新規

処理件数

取下げ

要求内容 処理状況

・令和６年４月以降の継続雇用について、採用見
送りとなった理由を説明すること及び採用見送り
を撤回すること。
・採用見送りの撤回が不可能な場合、月額報酬の
三か月分を支払うこと。

R6.3.18　却下

計
（Ｂ）

処理件数
翌年度へ

繰越
Ａ－Ｂ新規

計
（Ａ）

区　分

５人（措）第３号事案

４人（措）第４号事案

令和４年４月１日から運用された下位区分適用に
ついて、令和２年４月１日から運用されたとした
場合の給与の差額支給若しくは一定の救済措置の
勧告等をすること。

R5.8.1　棄却

５人（措）第１号事案

病気休暇取得による、定期昇給額の減少分及び定
年まで勤務した場合の遺失利益、令和５年度の期
末・勤勉手当の減少分及び定年まで勤務した場合
の遺失利益並びに退職手当の減少分を、補償する
こと。

R5.10.18　却下

４人（措）第５号事案
通勤手当に係る申請経路を通勤経路として認定す
ること。 R5.7.4　棄却

４人（措）第６号事案

・初任給規則第９条第１項第２号の改正及び在職
者調整を実施すること。

・初任給決定における専門学校の換算率を変更す
ること。

４人（措）第１～３号事案 R5.8.1　棄却

・規則の改正等により、要求者の給料表の号数を
上げること。

５人（審）第１号 懲戒免職処分 R5.10.31　取下げ

健康診断の移動の際に発生した交通費を支払うこ
と。 R6.3.18　全部認容

３人（審）第２号 懲戒免職処分 R6.3.26　棄却

係属件数

処理状況

打切り
前 年 度
か ら の
繰 越

事案番号

裁決
取下げ

処分内容等
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（５）その他市長が必要と認める事項

ア 組織及び運営

(ｱ) 委員　　（令和６年３月31日現在）

　人事委員会は、地方公務員法第９条の２の規定により３人の委員をもって組織され、

　その委員は、議会の同意を得て、地方公共団体の長が選任します。

氏名 常勤・非常勤

水地　啓子 非常勤

大貫　一幸 非常勤

野村　浩子 非常勤

(ｲ) 委員会開催状況
人事委員会の会議は、定例会と臨時会に分けられており、定例会は原則として毎週

 水曜日に行われ、臨時会は委員長が必要があると認めたときなどに行われます。

 令和５年度は、定例会を46回開催し、171件の審議を行いました。

(ｳ) 事務局

　ａ 職員数　　（令和６年３月31日現在）

（単位：人）

部長級 課長級 係長級

1 2 7

(調査任用部長)
(調査課長)
(任用課長)

 (調査課担当係長 3)
 (任用課担当係長 4)

　ｂ 組織図　　（令和６年３月31日現在）

職名 任期満了年月日

   委員長

令和９年12月20日

27

平成27年12月21日   委員

16

   委員

令和８年６月30日平成30年７月１日

就任年月日

令和２年６月１日 令和６年５月31日

一般職員

 (事務局長)

1

合計

  (調査課職員  6)
  (任用課職員 10)

局長級

人事委員会

調査課 任用課

事務局

１ 職員の任用制度に関する調査研究及び企
画立案に関すること。

２ 職員の採用試験の立案及び実施に関する

こと。
３ 職員の昇任試験の立案及び実施に関する
こと。

４ 職員の採用、昇任及び転職の選考に関す
ること。

５ その他職員の任用に関すること。

１ 人事委員会の委員及び委員会の議事に関すること。
２ 人事行政制度に関する総合的な調査研究及び企画立案
並びに勧告及び意見の申出等に関すること。

３ 地方公務員法第４条第１項に規定する職員(以下「職
員」という。)の人事評価、給与、勤務時間その他の勤
務条件に関する制度の調査研究並びに勧告及び報告等
に関すること。

４ 職員の勤務条件に関する措置の要求及び職員に対する
不利益処分についての審査請求に関すること。

５ 職員の苦情の処理に関すること。
６ 地方公務員法第52条第１項に規定する職員団体の登録
等に関すること。

７ 労働基準監督機関の職権行使に関すること。
８ 退職手当の支給制限等の処分についての調査審議に関
すること。

９ 職員の退職管理に関すること。
10 事務局内の人事､文書､予算及び決算に関すること。
11 他の課の主管に属しないこと。

調査任用部
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 (ｴ)国又は他の地方公共団体との連絡活動

　ａ 全国人事委員会連合会

　　 全国人事委員会連合会は、都道府県、指定都市及び特別区等の人事委員会で構成されて
　 おり、人事行政制度に関する研究、調査、資料収集及び情報交換等を行っています。
　 
 活動状況：　総会１回、役員会２回、研修会１回

　ｂ 大都市人事委員会連絡協議会

　　 大都市人事委員会連絡協議会は、指定都市、東京都及び特別区の人事委員会で構成
   されており、人事行政制度に関する研究、調査、資料収集及び情報交換等を行っています。

　 活動状況：　会議４回、研修会３回

イ　職員団体の登録の状況（令和６年３月31日現在）

  　職員団体からの登録申請を受けた場合は、構成員や規約等を確認し、地方公務員法第53条

  第５項の規定に基づき登録を行います。   

(注）登録年月日欄の下段の年月日は、昭和40年の地方公務員法改正による切り替え登録がな

　される前の登録年月日です。

ウ　管理職員等の範囲の指定

  　管理職員等（重要な行政上の決定を行う職員、その決定に参画する管理的地位にある職員、

　職員の任免に関して直接の権限を持つ監督的地位にある職員等）と管理職員等以外の職員と

　は、同一の職員団体を組織することができないとされています（地方公務員法第52条第３項

　ただし書）。

  　管理職員等の範囲については、地方公務員法第52条第４項の規定で、人事委員会規則で定

　めることとされていることから、本委員会では「管理職員等の範囲を定める規則」を定めて

　います。

昭和44年９月12日 　横浜市立学校管理職組合（浜管組）

平成25年11月20日 　横浜教職員連盟

昭和52年９月28日 　横浜学校労働者組合（横校労）

昭和56年12月24日 　神奈川県学校事務労働組合（神学労）・横浜

平成21年３月18日 　横浜教育問題懇談会

平成２年８月１日 　自治労横浜市従業員労働組合（自治労横浜）

平成９年２月19日 　学校事務職員労働組合神奈川横浜支部（学労神奈川）

登録年月日 職員団体名

昭和41年10月11日
昭和26年９月27日

　横浜市従業員労働組合（市従）

昭和41年10月11日
昭和26年５月11日

　横浜市立高等学校教職員組合（浜高教）

昭和41年10月11日
昭和26年５月11日

　横浜市立大学病院従業員労働組合（医従）

昭和41年10月11日
昭和26年５月11日

　横浜市教職員組合（浜教組）
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エ　労働基準監督機関としての職権の行使
  　地方公務員法第58条第５項の規定に基づき、非現業職員（労働基準法別表第1の第11号、第

　12号及び号外の官公署に勤務する職員に限る。）の勤務条件に関する労働基準監督機関の職権

　を行使します。

 (ｱ) 対象事業場（令和６年３月31日現在）

11号
(郵便・電気通信業)

12号
(教育・研究・調査)

号外 合 計

－
　学校、図書館、
　研究所等

 市長部局本庁、
 区役所、消防署等

－

0 531 197 728

 (ｲ) 特定機械等の設置・廃止・検査の状況（令和５年度）

ａ　設置等の状況

ボイラー 第一種圧力容器 クレーン ゴンドラ

0 0 0 0

1 4 0 0

2 5 0 3

ｂ　検査状況

ボイラー 第一種圧力容器 クレーン ゴンドラ

3 8 0 3

0 0 0 0

オ　職員の苦情の処理の状況

　　地方公務員法第８条第１項第11号の規定に基づき、職員から勤務条件や人事管理等に関して

  相談を受ける職員相談を実施しています。相談は面談を原則とし、人事制度などについての説

　明や本人に対する助言、必要に応じて所属や関係部署への情報伝達、調査・照会依頼などを行

　います。
　
 (ｱ) 相談件数（令和５年度）

件数

3

3

7

3

1

1

2

5

1

1

3

30

 (ｲ) 処理状況（令和５年度）
件　数

6

19

5

30

号別区分等

本市の代表的な事業場

事 業 場 数

区 分

性 能 検 査

落 成 検 査

区 分

新 規 設 置 数

 合 計

　勤務時間、休暇等関係

　パワハラ

  その他

  合 計

　服務

 相談者の申出内容を当局に伝えたもの

　いじめ・嫌がらせ

　執務環境

処　理　内　容

 相談者から事情を聴取し制度の説明や助言を
 行ったもの

　セクハラ

　福利厚生

  転任関係

　給与関係

　その他

廃 止 数

配 置 数

区分

  任用関係
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【参考】 根拠法令 

 

地方公務員法（抜粋）

（人事行政の運営等の状況の公表）

第五十八条の二  任命権者は、次条に規定するもののほか、条例で定めるところによ

り、毎年、地方公共団体の長に対し、職員(臨時的に任用された職員及び非常勤職員

(短時間勤務の職を占める職員及び第二十二条の二第一項第二号に掲げる職員を除

く。)を除く。)の任用、人事評価、給与、勤務時間その他の勤務条件、休業、分限及

び懲戒、服務、退職管理、研修並びに福祉及び利益の保護等人事行政の運営の状況を

報告しなければならない。

２  人事委員会又は公平委員会は、条例で定めるところにより、毎年、地方公共団体

の長に対し、業務の状況を報告しなければならない。

３  地方公共団体の長は、前二項の規定による報告を受けたときは、条例で定めると

ころにより、毎年、第一項の規定による報告を取りまとめ、その概要及び前項の規定

による報告を公表しなければならない。
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○横浜市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例

平成17年２月25日 

条例第２号

横浜市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例をここに公布する。

横浜市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例

（趣旨）

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第58条の２の規定に基づき、人事

行政の運営等の状況の公表に関し必要な事項を定めるものとする。

（報告の時期）

第２条 任命権者は、毎年10月末日までに、市長に対し、前年度における人事行政の運営の状況

を報告しなければならない。

（報告事項）

第３条 任命権者が前条の規定により報告しなければならない事項は、職員（臨時的に任用され

た職員及び非常勤職員（地方公務員法第22条の２第１項第２号に掲げる会計年度任用の職を占

める職員及び同法第22条の４第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員を除く。）を除

く。以下同じ。）に係る次に掲げる事項とする。

(1) 職員の任免及び職員数に関する状況

(2) 職員の人事評価の状況

(3) 職員の給与の状況

(4) 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

(5) 職員の休業の状況

(6) 職員の分限及び懲戒処分の状況

(7) 職員の服務の状況

(8) 職員の退職管理の状況

(9) 職員の研修の状況

(10) 職員の福祉及び利益の保護の状況

(11) その他市長が必要と認める事項

（平26条例19・平28条例５・令元条例25・令４条例26・一部改正）
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（人事委員会の報告の時期） 

第４条 人事委員会は、毎年10月末日までに、市長に対し、前年度における業務の状況を報告し

なければならない。 

 

（人事委員会の報告事項） 

第５条 人事委員会が前条の規定により報告しなければならない事項は、次に掲げる事項とす

る。 

(1) 職員の競争試験及び選考の状況 

(2) 給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告の状況 

(3) 勤務条件に関する措置の要求の状況 

(4) 不利益処分に関する審査請求の状況 

(5) その他市長が必要と認める事項 

（平28条例５・一部改正） 

 

（公表の時期） 

第６条 市長は、第２条及び第４条の規定による報告を受けたときは、毎年11月末日までに、第

２条の規定による報告を取りまとめ、その概要及び第４条の規定による報告を公表しなければ

ならない。 

 

（公表の方法） 

第７条 前条の規定による公表は、次に掲げる方法で行う。 

(1) 横浜市報に登載する方法 

(2) インターネットを利用して閲覧に供する方法 

 

（委任） 

第８条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

 

附 則 

この条例は、平成17年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年３月条例第19号） 抄 
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（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成28年２月条例第５号） 

この条例は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年10月条例第25号） 抄 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年９月条例第26号） 抄 

 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（暫定再任用短時間勤務職員についての横浜市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の

適用に関する経過措置） 

28 暫定再任用短時間勤務職員（附則第13項又は第14項の規定により採用された職員をいう。

附則第35項、第37項、第39項及び第41項において同じ。）は、第２条の規定による改正後の

横浜市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例第３条に規定する短時間勤務の職を占める

職員とみなして、同条の規定を適用する。 

43 附則第５項から第25項まで及び第28項から前項までに定めるもののほか、暫定再任用職員

に関し必要な事項は、人事委員会規則で定める。 
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【お問合せ先】 

◇人事行政の運営の状況

（１）職員の任免及び職員数に関する状況  …総 務 局 人 事 部 人 事 課（℡：045-671-2072） 

（２）職員の人事評価の状況 …総 務 局 人 事 部 人 事 課（℡：045-671-2152） 

（３）職員の給与の状況 …総 務 局 人 事 部 労 務 課（℡：045-671-2156） 

（４）職員の勤務時間その他の勤務条件の状況…総 務 局 人 事 部 労 務 課（℡：045-671-2156） 

（５）職員の休業の状況

ア    …総 務 局 人 事 部 労 務 課（℡：045-671-2156） 

イ  …総 務 局 人 事 部 人 事 課（℡：045-671-2152） 

（６）職員の分限及び懲戒処分の状況  …総 務 局 人 事 部 人 事 課（℡：045-671-4005） 

（７）職員の服務の状況  …総 務 局 人 事 部 人 事 課（℡：045-671-4005） 

（８）職員の退職管理の状況   …総 務 局 人 事 部 人 事 課（℡：045-671-2072） 

（９）職員の研修の状況  …総務局人事部人材開発課（℡：045-662-2923） 

（10）職員の福祉及び利益の保護の状況  …総務局人事部職員健康課（℡：045-671-3915） 

◇人事委員会の業務の状況 …人事委員会事務局調査課（℡：045-671-3345） 




